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有家中央青果地方卸売市場業務規程

第 1章    総    則
(趣 旨 )

第 1条  この業務規程は、卸売市場法 (昭和 46年 法律第 35号け以下
'法
」 とい ラ)

及び長崎県卸売市場条例 (昭 和 46年長崎県条例第 74号 ,以 下「条例」とい う)
の規定に基づき有家中央昔果協同組合 (以 下「開設者」とい う)が 開設す る有
家 中央青果地方卸売市場 (以 下「市場 Jと い う)の運営に関 して必要な事項を
定め、その適正かつ健全な運営を7に保することにより、生鮮食料 EFM等 の取引の

適正化 とその流通の円滑化を図 り、もつて地域住民等の消費生紙の安定に平資す

る。

(責 務 )

第 2条  開設者は、市場の業務の運営に関 し、出荷者 、買受人その他の卸売市場にお
いて売買取引を行 う者 (以 下「取引参加者」とい う。)に 対 して、不当に業別
的な扱 いを行つてはならない。

第 2章     市場関係事業者
第 1飾   卸 売 業 者

(卸 弗業者 )

第 3条  市場において卸売業務 を行な う者 (以 下 「卸売業者 Jと い う)は 次の とお
りとする。

有 家 中央 背 果 協 同絶 合

(せ り人 )

第 4条  卸売のせ り人は、せ り人 として開設者が指名 した者 とする。
2 せ り人がせ り売 りに従事す るときは、開設者が別に定めるせ り人章 (記 章 ,

幅子 )を 着用 しなければならない。

第 2節   東 受 人
(寅 受人 の承認 )

第 5条  卸売業者か ら卸売を受けよ うとす る者 (以 下「買受人」とい う)は 開設者に
次の各弓ヽに掲げる事項 を記載 した買受人承認 申誇書を提出 して、その承認 を受

けなければな らない。

(1)氏名又は名称及び商号並ぴに住所
(2)怯人の場合にあっては払込資本企叉は出資の額及び役員の氏名
(3)そ の他開設者が必要 と認める事項
2 前項の申請書には次の各号に掲 げる書類を孫付 しなければならない。
(1)住 民票の写
(2)法 人の場合 にあつては役員豊記簿謄本
(3)保 証人 2名 以上の連署による連帯保証書
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(4)そ の他開設者が必要 と認める書類
3 F婦 設者は第 1項 の承認を受 けようとする者が卸売の相手方 として必要な知
識及び資力信用を有 しない者であると認 めた ときは、同項の承認を しないこと

ができる。

(買 受代理人の承認 )

第 6条  買受人が代理人 を して買受業務に参加 させ ょ ぅとす るときは、あ らか じめ買
受代理人承認 申請書を開設者に提出 して、その承認を受けなければならない,

2 前項の代理人が行なった行為はすべて買受人において責任 を負 わなければ
な らない。

(買 受人草 )

第 7条  開訳者は、前 2条 の承認 を した ときは、別 に定 める買受人章 (記 章・帽子 )
又は買受代理人章 (記 章・ 帽子 )を 交付す るもの とす る。
2 買受人又は買受代理人 は、市場内において前項 の買受人章又は頁受代理人章
を常 に着用 しなければな らない。

(保証金の預託 )

第 S条  買受人は、第 S条 の承認を受けた 日から 30日 以内に開設者が別 に定める基
準による保誕金を聞設者に預託 しなければならない。但 し有家 中央青呆協同組

合 の組合員にあってはこれを免除することができる。

2 買受人は、前項の保証金を預話 した後でなければ質受業務 を開始 してはなら
ない。

(保能金 の充当及ぴ返選 )

第 9条  開設者 は買受人が買受代金 色保管料・その他市場に開して閉設者又は膨Π売業
者 に納付すべき金額の赤内付を怠った ときは、保証金をもつてこれに売てること

ができる。

2 開設者 は、買受人がその資格 を失つた 日か ら起算 して、30日 以内に保譴金
を返還するもの とす る。

(買 受人の承認の取消等 )

第 10条  開設者は、買受人が第 5条 第 3項 の規定に該当することとなった とき又は
次の各号のいずれかに該当す ることとなった ときは、その承認 を取消 し着 し

くは停止することができる。

(1)売 買取引に関 し不正な行為があつた とき
(2)買 受代金その他卸売業者着 しくは開設者に支払 うべき金額の支払を怠
った とき

(3)正 当な理由がないのに引続き 90日 以上その業務を休上 したとき
(4)法令若 しくはこの規程ヌはこれに基づ く開設者の指示に進反 したとき

・ 2・
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(弟 称変更等の届出 )

第 11条  買受人は、次の各号のいずれかに該当す る場合ヽ は遅滞な くその音を聞設者
に届け出なけれ ばな らないぅ

(1)氏 名 ,名 称・商号又は住所の変更を した とき

(2)法人にあっては、役員に変更があつた とき
(3)保証人の変更を しようとす るとき
(4)買 受代理人の変更を しようとするとき
(5)貿 受人 としての業務 を引続 き 30日 以上休止 し又は廃上 しようとす る
とき

2 寅受人が死亡又は解散 した ときは、当該買受人の相続人又は清算人は遅縛
なくその旨を開

ヨ裁者 に届けHJな ければならない。

(買 受人組合 )

第 12条  買受人が東受人をもつて組織す る団体を結成 した ときは、その規約及び役
員の氏名 を開設者 に届 1サ 出なけれ l」〔ならない。これ 持変更 したときも同様 と

する。

2 前項の届け出には、組合員名簿 を添付 しなければならない。

第 3章     売買取引及び決済の方法
第 1節    業務 の規制

(受 託拒否の架上 )

第 13条  卸売業者は、衛生上有害な物品の委詣申込み及び受話を拒否す る正当な理
床lの ある場合を除き受託を拒否 してはならない。

(秘密取引の禁止 )

第 14条  卸売の売買取引は、秘籍の方法によって行なつてはならない。

(衛生上有害な物品の取扱禁止 )

第 15条  開設者は、衛生上有害な物品が市場に搬入 され ることがないよう努めるも
の とす る。

2 卸売業者ヌは買受人その他の市場利用者は、衛生上有害な物品を市場に持
込んではならない。

3 開設者は、卸売業者又は買受人その他の市場利用者が第 2項 の規定に連反
した場合 においては、直ちにその物品を市場外に搬出することを命 じ若 しく

はその物品の費用 をもって処分す ることができる。

第 ワ節  売 買 取 引
(売 買取引の原則 )

第 16条  市場における駁引は公正かつ効率的でなければな らない。
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(売 買取 り引きの方法 )

第 16条 の 2 開設者が市場において行 )卸 売は、せ り売着 しくは入札 の方法又は相
対取引に よらな けれ ばな らない。

(売 買取引条件の公表 )

第 17条  卸充業者は、次に掲げる事項について、公表 しなければな らない。
(1)営業 日及ぴ営業時間
(2)取扱品 目
(3)生鮮食料

『
H等 の引き渡 しの方法

(4)委 託手数料 その他の生鮮食料品等の卸売に関 し出荷者又は買受人が負
担す る費用の種類、内容及びその額

(5)生鮮食料品等の卸売に係 る販売代金の支払期 日及び支払オ法
(6)奨励金等がある場合には、その種類、内蓉及ぴその額 (そ の交付の基
準を含む。 )

(物 品取引の下見)             ′

第 18条  市場 における卸売のための売買取引は、買受人に現品又は見本の下見を行
なわせた後でなければこれを開始 してはな らない。

2 見本又は錦柄による売買の場合 には、その取引開始前にその物品の晶穫・
産地・出荷者 a荷印 Ⅲ等級・数鳳その他必要な事項を明示 して しなければな
らない。          ,

(販 売方携の周知徹底 )

第 19条  卸売業者 lす 、市場における貞反売方法を定め又は変更 しようとす る場合には、
その音を買受人その他の関係者に周知徹底 を図 らなければな らない。

(せ り売の方法 )

第 20条  卸売 のためのせ り売は、その販 売物品について荷印 B等級及 び数量その他
の必要な事項を呼び上げた後でなければ開始することができない。

2 せ り落 しはせ り人が最高申込価格 (消 費税額及び地方消費税額を除くこ以
下同 じ。)を 原則 として 3回 呼び上げた とき最高価格 としてせ り落 し人を決
定す る。但 し指値がある場合で最高価格がその指値に連 しない ときはこの限

りでない。

3 最高価格の申込人が 2人 以上あるときは、抽
選その他遭宜の方法 によりせ り落 し人を決定す る。

4 せ り人 はせ り落 し人 を決 定 した ときは直 ちにその価格及 び買受人の氏
名 ,名 称又は商号を呼び上げなければな らない。

(入 札の方法 )

第 21条  卸売のための入札は、その販売物品について荷印・等級及び数量その他必
要な事項を掲示 し又は呼び上げた後入札に付 し、入札用紙に氏名 名ヽ称又は

商号及び金額その他の指定事項を記哉 してこれ を行なわなければならない。

4
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2 開札は、入札終了後直ちに行ない最高価格の八札人 をもって落札人 とす
る。但 し指値がある場合て

や最高価格がその指値に連 しない ときはこの限 りで

ない。

3 最高価格のハ札人が 2人 以上あるときは、前 2項 の例により再入札する。
4 卸宛業者は、啓札人を決定 した ときは宦ちにその価格及び貞賢人の氏名 ▼
お称又は商号を呼ぴホげなければメFら ない。

(入札の無効 )

第 22条  前条の八札が次 の各 号に掲げる理 由のいずれかに該 当す る場合は、その入
札 は無効 とす る。

(1)入 札人を確認 で きない場合
(2)入札金額その他 の指定事項 が不明であるナ潟合
(3)八 札 に際 して不正行為が行 なわれ た とき
2 入札無効 と決定 した ときは、直 ちに前条の例 によ り再入札 を行 な う。

(売 寅取引の制限 )

第 23条  開設者は、せ り売又は八札の方淮による卸売の場合において談合その他の
不正行為があった と認 めたとき又は不当な値段を生 じた とき、その売買を差

止 め若 しくはせ り直 し又は再八札 を指示することができる。

(条件付受話物品が完買不能の場合の措置 )

第 24条  卸売業者は、受話物品について指値その他の条件がある場合において当該
条件によっては差「売ができない場合ヌはその見込みがない と認、め られると

きは直ちにその 旨を委託者に通知 してその指示を受けなければならない。

(卸 売金額の変更り禁止 )

第 25条  卸充業者 は、卸売を した物品の卸売金額については正当な理 由があると認
めたときでなければこれを変更 してはな らない。

(卸 売予定数量等の公表 )

第 26条  門設者 は、市場において取 り扱 う生鮮食料品等について、毎 日の卸宛予定
数量並びに卸売業者 の卸売の数量並ぴ価格 を公表するもの とす る。
2 前項の卸売予定数量の公表は、毎 日の卸売が開始 され るときまでに、卸売
の数量及ぴ価格の公表は、速やかに、それぞれ市場の見やすい場所に掲示 し

て行 うものとす る。

S 開設者は、その月の前月の委託手数料の種類 ごとの受 4)頁 額及ぴ奨励企等が
ある場合 にあつてはその月の前月の奨励金等の種類 ごとの交付額 (第 17条
の規定によ りその条件 を公表 した委託手数料及び奨励金等 に係 るものに限

る。)を 公表す るもの とす る。

(差別的取 り扱いの禁 1ヒ )

第 27条  開設者 は、卸売 の業務 に関 し、取 引参加ノ~~鮮 に対 して不 当に差別的な取
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扱いを してはな らない。

第 3節  代 金 決 済
(姿託手数料 )

第 23条  卸売業者 が″Π売のため販売の委能の引受けについてその委託者か ら収受
する姿託手数料は卸売金額 (消 費 T党頼及び地方消費税額を含む。以下同 じ。)

に次に掲げる率 を乗 じて得た金額 とする。但 しあらか じめ出荷者 浮の間に特

約がある場合 はこの率以内とすることができる。

(1)野 菜及びその加工品  100分 の 19
果 実及 び そ の力H工 品  100分 の 10
鳥 卵  100分 の 10
加 工食 料 品 (野 菜 →果 実 の加 工 品 を除 く) 100分 の 10

(仕切及ぴ仕切金の支払 )

第 29条  俸「売業者 は、受話物品を卸売 した ときは委託者に対 してその卸売をした 日
の翌 日までに売買仕切書を作成 し、売買仕切金 (消費税額及び地方消費税額

を含む占以下同 じ。 )を 支払わなければならない。
2 卸売業者は、前項の売買仕切書には、当該卸売をした物品の品 目ι等級・
価格 (消 費税額及び地方消費税額 を除 く,以 下本項 において同 じ。 )消 費
税額 と地方消費オメし額の合計額及ぴ数量 (第 25条 の規定による抑莞金額の変
更を した物品については当該変更に係 る変更理由・品 目・価格消費税額 と

地方消費税額の合計額及び数量)を 正確に記載 しなければならない。

(買 受代金の R「 時支払義務 )

第 30条  買受人は、卸売業者か ら買い受 けた物品の引渡 しを受けると同時に買受け
た物品の代金 (買 い受 tす た額 にその消費税及び地方消費税に当たる額 を加 え

た額 とす る。)を支ヤムわなければならない。但 し卸充業者が■)ら か じめ聞設
者の承認 を受けて買受人 と支払野曽予の特約を した ときはこの限 りて即ない 9
2 前項の買受代金の支払猶との特約は他の買受人に対 して不当な差別取扱
いとなるものであってはな らず、その支払猶予の期間は買い受けた物品の引

旗 しを受 けた 日の翌 日から 3日 を越えてはならない∪

(出 荷奨励金の交付 )

第 31条  毎「売業者 はこの市場の入荷 の増加を図るため、別に定める基準により出荷
奨励金を交付す ることができる。

2 卸売業者は、出荷者に対 して 4守別奨励金を交付することができる。
3 前 2項 の出荷奨励金又は特別奨励金の交付の基準は開設者が別に定める
ものとす る。

(完 納奨励金の交付 )

第 32条  卸売業者 は、指定買受天に対 し買受代金の円滑なる回収を図るため、別に
定める基準によ り完納奨励金 を交付す ることができる。

２

　

３

　

４
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2 前項の完納奨励傘の交付の基準は開設者が別に定めるもの とする。

(決 済の方法 )

第 33条  市場における売買取引の決済は、第 28条 か ら前条までに定めるもののほ
か、取引参加者 当事者間で決定 した支払方法によ り、取引参加若当事者間で

決定 した支ヤム期 日までに行わなければならない。

第 4章     市場施設の使用
(施設の使用指定 )

第 34条  卸売業者及ぴ買受人その他関係事業者が使用す る市場施設 (市場内の用地
及び建物その他 の施 F設 をい う。以下同 じ)の位置・面積 "使用期間・使用料
及びその他の使用条件は開設者が別 に定める。

(用 途変更、転貸等の禁止 )

第 35条  市場施設の使用者は、当該施設 の用途叉は原状を変更 し又は当該施設の全
部又は一部を転貸 し若 しくは他人に使用 させてはな らない。但 し特別の理由

によ り開設者の承認 を受けた場合はこの限 りでない。

(補修弁済 )

第 36条  市場施設を故意又は過失 によ り減失又は損傷 した者は、その捕修をし又は
その費用を弁済 しなければな らない。

第 5章    管    理
(訣序の保持 )

第 37条  取引参加者及び市場へ入場す るものは、市場の秩序 を乱 し又は公共の利益
を害す る行為を行なってはな らない。

2 開設者 は市場 内の秩序 を保持す るため秩序 を乱す者 に対 して入場 の制
限 ‐退場その他の必要な措置 をとることができる。

(無許可営業の禁止 )

第 38条  市塀内においては、開設者の許可なく物品の月反売その他の営業行為をして
はならない。

(市場内の清潔保持 )

第 39条  開設者は、常に市場内を清潔 に保持 し章選理整頓に努めるものとする。
2 市場の利用者は、市場内の精潔保持難びに整理整 ,願 に協力 しなければなら
ない。

(報 告等、物品の品質管理の方法 )

第 40条  開設者は、この規程の施行 に必要な限度において市場業務の適正かつ健全
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な運営を確保す るため必要があると認めた ときは、卸売業者 ,質 受人及びそ

の他 Fヵ可係 事業者 に対 しそ の業務若 しくは財産 に関 し、報告若 しくはイ資

料の提出を求めることができるっ

品賀管理の方法に関する事項は次のとお りとする。

①  開訣者は、品質管理の責任者を定め、施設のわか りやすい場所に掲示
しなければな らない。

②  開設者 は、品質管理 の責任者が行 う次の事項 について内容 を定 め
なければな らない。

ア 高ユ鳳下での品費管理に関す ること,
イ 当該卸売市場等施設 の清潔 の保持 に関す ること。
ウ その他 、品質管理の高度化を図 るために必要な事項

③  買受人は、次 に掲 げ る事項 を避守 し品質管理 に努 めなけれ ばな ら
ない .

ア 高温下に物乱を長時間放置 しない こと。
イ 使用施設 を清潔 に保つ こと.
ウ その他、品質管理 の徹底を弱ること。

(運 営協議会 )

第 41条  開設者は、市場の運営の円滑化を図るため運営協議会 を置き次の事項を協
議する。

(1)市場の運営に関する事項
(2)取 引の合理化・流通の円滑化に関す る事項
(3)市場業務に係 る紛争の調整 に関する事項
(4)そ の他重要事項
2 前項に定めるもののほか運評民か協議会の組織及ぴ運営に関 し必要メF事項 は
別に定める。

(関係規定の制定 )

第 42条  この業務規程の施行に関 して必要な事項 |ま ¬開設者が別に定める。

(業務規程の改廃手続 )

第 43条  この業務規程の変更又は廃止は、理事会で決定す る。

附   則
1.こ の業務規程は知事の地方卸売市場開設の許可を受けた 日 (昭 和 48年 2月 1
5日 )か ら施行す る。
2.こ の業務規程の施行 日以前において、引続 き買受けの業務 を行なっていた者は
第 8条 第 2項 の規定にかかわ らず第 5条 の承認 を受 けた 日か ら30日 以内に消
いて第 8条 第 1項 に規定す る保証金の預託 を行な うまでの期間買受業務 を行 な
うことができるもの とす る。

附   則
この改正業務規程は、令和 2年 6月 21日 か ら実施す る。

8


